
 
 
 
 

 

東日本大震災等の教訓を生かし、レベル 1・レベル 2 の地震・

津波を想定し、今後の地震・津波対策の基礎資料として活用 

 
レベル１の地震・津波 発生頻度が比較的高く（駿河・南海トラフでは約100～150

年に1回）、発生すれば大きな被害をもたらす地震・津波 
レベル２の地震・津波 発生頻度は極めて低いが、発生すれば甚大な被害をもた

らす、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波 
 

想定対象地震 

区 分 
駿河トラフ・南海トラフ沿

いで発生する地震 
相模トラフ沿い
で発生する地震 

レベル１の 
地震・津波 

東海地震 
東海・東南海地震 （※） 
東海・東南海・南海地震 

（マグニチュード 8.0～8.7） 

大正型関東地震 
（マグニチュード8.0程度）

レベル２の 
地震・津波 

南海トラフ巨大地震 
（マグニチュード 9 程度） 

元禄型関東地震 
（マグニチュード8.2程度）

※国において駿河トラフ・南海トラフ沿いで発生する地震・津波のモデルである 2003
年中央防災会議モデルの見直しが進められていることを踏まえ、レベル１の地震は
南海トラフ巨大地震モデル（2012 年内閣府）の基本ケースにより、レベル１の津波
は 2003 年中央防災会議モデルにより検討した。なお、新モデルが発表された場合は、
内容を確認の上、必要に応じて被害想定の再計算などの対応を講じる。 

【参考：第３次地震被害想定の対象地震】 

東海地震（マグニチュード 8） 神奈川県西部の地震（マグニチュード 7） 

 

想定の前提条件等 

区分 前提条件等 

建 物 数 約 142 万棟（うち住宅 約 118 万棟） 
人 口 約 376.5 万人（平成 22 年国勢調査） 
想 定 シ ー ン 「冬・深夜」、「夏・昼」、「冬・夕方」 
風 速 平均風速よりやや強い風（5m／秒） 

地 震 予 知 駿河・南海トラフ沿いで発生する地震につい

ては、「予知なし」・「予知あり」 
地 盤 モ デ ル ボーリングデータ等を活用し、精緻化 
地 形 モ デ ル 2 級河川の測量成果等を活用し、精緻化 
堤 防 デ ー タ 施設台帳等を活用し、精緻化 
想 定 手 法 国の想定手法等最新の科学的知見を採用 
建物被害・人的被害 市町村単位で推計 

津波避難行動 早期避難率の相違を考慮 
津波避難ビルの活用を考慮 

 
 
 
 

駿河トラフ・南海トラフ沿いで発生する地震 

 
（１）レベル１の地震・津波 

地震動 …県中部～西部で震度 7～6強の地域が増加 

震度 7 の地域       347km２（3 次想定   131 km２） 
震度 6 強の地域 2,055km２（3 次想定 1,459 km２） 

津波 …駿河湾沿岸で浸水深 2m 以上の地域が増加 
浸水深 1cm 以上 28.6km２（3 次想定 37.9 km２） 
浸水深 2m 以上  9.0km２（3 次想定  6.2 km２） 

建物被害 …県中部～西部を中心に被害が発生 

全壊・焼失棟数 約 26 万棟（3 次想定 大破 約 19 万棟）

うち地震動・液状化 約 17 万棟（3 次想定 大破 約 13 万棟）

＊冬・夕、地震予知なしの場合 

人的被害 …駿河湾沿岸で津波による死者数が大幅に増加

死者数 約 16,000 人（3 次想定 5,851 人） 
うち津波 約  9,000 人（3 次想定  227 人） 

＊冬・深夜、早期避難率低、地震予知なしの場合 

 
（２）レベル２の地震・津波 

地震動 …基本、陸側、東側のケースにより震度分布が変動

震度 7 の地域 347～737km２ 
震度 6 強の地域 1,284～2,055km２ 

＊基本ケース、陸側ケース、東側ケース 

津波 …レベル 1の津波の約 5倍、県土の約 2％が浸水 
浸水深 1cm 以上 158.0km２（国想定 150.5 km２） 
浸水深 2m 以上  68.9km２（国想定 66.5 km２） 

＊津波ケース① 

建物被害 …最悪の場合、県内建物の約 2割が全壊・焼失 

全壊・焼失棟数 約 30 万棟（国想定 約 32 万棟） 
うち地震動・液状化 約 19 万棟（国想定 約 21 万棟） 

＊東側ケース、冬・夕、予知なしの場合（国想定は基本ケース） 

人的被害 …津波到達時間が早く、津波による被害が甚大 

死者数 約 105,000 人（国想定 約 109,000 人） 
うち津波 約  96,000 人（国想定 約 95,000 人） 

＊陸側ケース、冬・深夜、早期避難率低、予知なしの場合 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

相模トラフ沿いで発生する地震 

 

（１）レベル１の地震・津波 

地震動 …対象地震の変更により震度7～6強の地域が増加

震度 7 の地域  42km２（3 次想定 0.3 km２） 
震度 6 強の地域 345km２（3 次想定 15 km２） 

津波 …伊豆半島東海岸を中心に浸水域が発生 
浸水深 1cm 以上 7.3km２ 
浸水深 2m 以上 1.2km２ 

建物被害 …県東部を中心に被害が発生 

全壊・焼失棟数 約 1.4 万棟（3次想定 大破 約1.0万棟）

うち地震動・液状化 約 1.1 万棟（3次想定 大破 約0.5万棟）

＊冬・夕の場合 

人的被害 …津波によるものを中心に人的被害が増加 

死者数 約 3,000 人（3 次想定 264 人） 
うち津波 約 2,900 人（3 次想定  － 人） 

＊冬・深夜、早期避難率低の場合 
 
（２）レベル２の地震・津波 

地震動 …レベル１の地震より震度 7～6強の地域が増加 

震度 7 の地域 109km２ 
震度 6 強の地域 453km２ 

津波 …レベル１の津波より浸水面積が増加 
浸水深 1cm 以上 22.3km２ 
浸水深 2m 以上  4.7km２ 

建物被害 …地震動によるものを中心に被害が拡大 

全壊・焼失棟数 約 2.7 万棟 
うち地震動・液状化 約 2.0 万棟 

＊冬・夕の場合 

人的被害 …津波によるものを中心に被害が拡大 

死者数 約 6,000 人 
うち津波 約 5,700 人 

＊冬・深夜、早期避難率低の場合 
 
 
 
 
 
 
 

第４次地震被害想定（第一次報告）のポイント① ～自然現象、建物被害、人的被害～ 

被害想定の目的 

建物の耐震化の促進 
 
現状 約 80% ⇒  90% 
死者 約5,500人⇒ 約3,200人 
＊南海トラフ巨大地震：基本ケース

（冬・深夜） 

家具等の転倒・落下防止
 
現状 約 70% ⇒ 100% 
死者 約700人⇒ 約300人 
＊南海トラフ巨大地震：基本ケース

（冬・深夜） 

津波避難の迅速化・津波避難ビルの活用 
 

早期避難率低・ビル未活用 
⇒全員早期避難・ビル活用 

死者 約95,000人⇒ 約48,000人 
＊南海トラフ巨大地震：基本ケース（冬・深夜） 

地震予知 

予知なし ⇒ 予知あり 

防 災 対 策 の 効 果 

死者 約105,000人
⇒ 約14,000人 

＊南海トラフ巨大地震： 
陸側ケース（冬・深夜） 

死者 約102,000人
⇒ 約13,000人 

＊南海トラフ巨大地震： 
基本ケース（冬・深夜） 



駿河トラフ・南海トラフ沿いで発生する地震 相模トラフ沿いで発生する地震 

 

 

（１）レベル１の地震・津波 

 

 

 

 

 

 

 

（２）レベル２の地震・津波 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）レベル１の地震・津波 

 

 

 

 

 

 

 

     （２）レベル２の地震・津波 

（単位：T.P.+m)

市町名 最大 平均

湖西市 6 3
浜松市北区 1 1
浜松市西区 7 2
浜松市南区 7 6
磐田市 6 5
袋井市 5 5
掛川市 6 5
御前崎市 11 6
牧之原市 11 6
吉田町 5 4
焼津市 6 4
静岡市駿河区 7 5

静岡市清水区 7 4
富士市 3 3
沼津市 6 4
伊豆市 7 5
西伊豆町 7 5
松崎町 8 5
南伊豆町 7 5
下田市 9 4
河津町 4 3
東伊豆町 3 3
伊東市 3 2
熱海市 2 2

（単位：T.P.+m)

市町名 最大 平均 市町名 最大 平均

湖西市 15 5 静岡市清水区 11 6
浜松市北区 1 1 富士市 6 5
浜松市西区 14 3 沼津市 10 7
浜松市南区 15 13 伊豆市 10 8
磐田市 12 10 西伊豆町 15 9
袋井市 10 9 松崎町 16 12
掛川市 13 11 南伊豆町 24 14
御前崎市 19 12 下田市 31 14
牧之原市 14 11 河津町 12 9
吉田町 9 7 東伊豆町 13 8
焼津市 10 6 伊東市 9 5
静岡市駿河区 12 8 熱海市 5 3

（単位：T.P.+m)

市町名 最大 平均

熱海市 7 5
伊東市 7 4
東伊豆町 4 3
河津町 4 3
下田市 5 3
南伊豆町 4 2
松崎町 2 2
西伊豆町 2 2
伊豆市 2 2
沼津市 4 2
富士市 2 2
静岡市清水区 2 2

静岡市駿河区 2 2
焼津市 2 2
吉田町 2 2
牧之原市 3 2
御前崎市 3 2
掛川市 2 2
袋井市 2 2
磐田市 2 1
浜松市南区 2 2
浜松市西区 2 1
浜松市北区 1 1
湖西市 2 1

津波高 津波高

津波高

津波高：ケース① 

震度分布 震度分布 

震度分布：基本ケース 震度分布 震度分布：陸側ケース

震度分布：東側ケース

（単位：T.P.+m)

市町名 最大 平均

熱海市 9 6
伊東市 8 5
東伊豆町 6 4
河津町 6 5
下田市 10 5
南伊豆町 9 4
松崎町 4 3
西伊豆町 3 2
伊豆市 3 2
沼津市 5 2
富士市 4 2
静岡市清水区 4 2

静岡市駿河区 5 4
焼津市 4 2
吉田町 4 3
牧之原市 5 4
御前崎市 6 4
掛川市 4 4
袋井市 4 3
磐田市 3 2
浜松市南区 3 3
浜松市西区 3 2
浜松市北区 1 1
湖西市 4 2

～震度分布・津波高～ 



 

 

 

（目的）巨大な地震が発生した場合の県内における被害やそれに対する対応について時系列形式で整理することにより、災害対策を行う上で重要な視点や 

タイミング、及び課題を明らかにし、地震・津波対策の基礎資料として活用する。 
 

第４次地震被害想定（第 1次報告）のポイント② ～被害・対応シナリオ～ 
― 最大クラスの場合を中心に ― 

②自然現象、建築物被害、火災等のシナリオ 

③県災害対策本部のシナリオ 

⑤ライフラインのシナリオ 

⑥避難対応シナリオ 

⑦救出救助・医療救護対応シナリオ  

⑨住宅対応シナリオ 

⑩広域受援シナリオ 

⑪交通・緊急物資確保対応シナリオ 

⑫し尿・ごみ・がれき対応シナリオ 

⑬経済影響シナリオ 

⑭県民シナリオ 

⑮連続災害としての富士山火山災害対応シナリオ 

⑯複合災害としての原子力災害対応シナリオ 

噴火発生 

事故発生 

⑧遺体の収容・身元確認・安置・埋火葬の対応シナリオ 

①全体シナリオ 

④地震予知状況下に実施する地震防災応急対策シナリオ 地震予知 

【新たな津波被害想定】 
・ 最大で約 11ｍの津波が押し寄せる。 

（最大クラスの場合は津波高がさらに高くなる）

・ 浸水域が大幅に増える。 
・ 津波到達時間は非常に早い可能性がある。

【超広域災害】 
・ 県内では震度７の地域がより多く発生する。 
・ 甚大な被害は東海地方～九州地方に及び、全国か

らの応援の不足や分散が発生する可能性がある。

・進出経路途絶等による遅延の恐れがある。

災害対応拠点施設が甚大な被害を受ける可能性 
・連絡の取れない拠点に県職員を派遣 

十分な被害情報が入らない可能性が増大 
・ヘリによる重点的な情報収集

被災地外からの応援が分散する可能性 
・近隣住民が中心となって、救出活動を実施

津波浸水範囲の拡大により初動対応等がより困難 
・病院や避難所等への供給を確保 

応援要員や資機材不足し、復旧に要する期間が長期化

・同業者協会等の応援を受ける

津波被害の拡大に伴い、避難所避難者がより多く発生

・自主防組織を中心に避難誘導等を実施
応急活動による支援の手が行き届かない地域の発生 
・自主防組織が市町に協力して、避難所を運営

津波被害を受けた地域では、救出活動が困難な可能性

・警察、消防、自衛隊等による救出活動

大規模な遺体安置施設が必要となる可能性 
・使用可能な施設を順次開設

火葬場の手配等が進まず安置期間が長期化する可能性

・広域火葬等の支援、業者等への要請を行う

市街地の湛水、ライフラインの復旧困難 
・仮設住宅等の応急住宅対策を実施

応急仮設住宅等の必要戸数の増大 
・応急仮設住宅や災害公営住宅を確保

応援要員や資機材の制約から復旧までに長期間の受援

・応援職員を市町のニーズに即してマッチング

がれきの最終処分等が遅延する恐れ 
・県外での広域処理や県への事務委任

被害把握が困難な地域の発生 
・被害を推定して支援要請し、全国に発信

沿岸部を中心により多くの区間で不通 
・航空機や船舶等により緊急輸送を実施

応援不足等により道路啓開が遅れ、物資等が不足 
・緊急輸送ルートの確保に努め、輸送分担等を調整

下水処理場等の被害がより多くなる可能性 
・仮設トイレの設置、ﾊﾞｷｭｰﾑｶｰ等の支援要請

輸送ルート、サプライチェーンの復旧の長期化 
・事業の場の確保や資金の貸付等産業基盤の再建支援

津波による直接的被害が増大 
・給付金の交付、雇用の維持確保

ガソリン等の不足により、物流等が困難な地域の発生

・家庭内等の備蓄強化（飲料水３日→７日）

津波による住宅の被害、避難所の不足 
・避難先等への備蓄

【連続災害対応・複合災害対応】 
・ 地震災害による制約  情報伝達の遅れ、道路被害や車両確保困難による避難実施の遅れ、避難所等の不足、 

移動や輸送支障による応援の遅れや物資不足の発生、インフラやライフラインの復旧 
の遅れ、中長期にわたる立ち入り禁止 等 



静岡県地震・津波対策アクションプログラム２０１３のポイント

１ 基本方針

○基本理念
ハード・ソフトの両面から可能な限り組み合わせて、想定される被害

をできる限り軽減すること、「減災」を目指します。

○基本目標
１ 地震・津波から命を守る
２ 被災後の県民の生活を守る
３ 迅速、かつ着実に復旧、復興を成し遂げる

なお、県では「内陸フロンティア」を拓く取組の中で、
「事前の復興」の考えに立った施策を進めている。

○減災目標
一人でも多くの県民の命を守る

○計画期間
平成25年度から平成34年度までの10年間

○アクションと個別目標
各アクションに具体的な取組及び達成すべき数値目標及び達成時
期を設定

○アクションの実施主体
「自助」・「共助」・「公助」の観点から、県主体のアクション
はもとより、県民、事業所、市町等も盛り込む

（１）新たな津波被害想定への対策

（３）複合災害・連続災害対策
原子力災害が複合した場合、富士山噴火が連続した場合の避難計画の策定及び訓

練の実施等

（２）超広域災害への対応
広域支援の円滑な受け入れ体制の整備、地域の防災力の向上、災害時要援護者の

支援体制の整備、緊急物資等の確保、住宅の耐震化等

29100
富士山静岡空港隣地への基幹
的広域防災拠点の設置推進

高次支援機能の強化80

34
維持

100
ふじのくに防災に関する知事
認証取得者（毎年600人）

静岡県ふじのくに防災
士等の養成・活用

102

29100
「福祉避難所運営マニュア
ル」の策定（全35市町）

福祉避難所設置の促進133

34100
７日以上の食料・飲料水を備
蓄している県民の割合

県民の緊急物資備蓄の
促進（食料・水）

138
139

3485
緊急輸送路上の要対策箇所
（187箇所）の整備率

緊急輸送路の要対策箇
所の整備（県管理道
路）

62

3480
緊急輸送路である県管理道路
の整備延長（13.3km）に対す
る整備率

緊急輸送路の整備（県
管理道路）

60

34100
重要路線等にある橋梁（約570
橋）の耐震化率

県管理橋梁の耐震対策14

2790住宅の耐震化率住宅の耐震化の促進1

ウ 津波に備える
津波避難場所の空白地域を解消することを目指します。

28100
環境放射線監視センターの整
備及び要員の確保

緊急時モニタリング体
制の強化

95

25100広域避難県計画の策定
富士山の噴火に備えた
避難計画の策定

97

27100
原子力防災資機材（放射線測
定器、防護服等）の整備

原子力災害時の避難体
制の確立

94

27100オフサイトセンター移転整備
原子力災害時の現地本
部体制の確立

91

25100
既存海岸堤防（22箇所）への
避難用階段及び避難誘導看板
の設置率

公共土木施設等への津
波避難用階段等の設置
（海岸堤防）

44

26100
既存耐震水門（６水門）、急
傾斜地崩壊防止施設（９箇
所）への避難用階段の設置率

公共土木施設等への津
波避難用階段等の設置
（水門・急傾斜）

43
45

34100
港湾・漁港内で津波から安全
に避難することが困難なエリ
ア（163ha）の解消率

港湾・漁港の津波避難
困難エリアの解消（津
波避難施設の整備）

42

28100
都市防災総合推進事業で計画
されている津波避難施設（94
箇所）の整備率

津波避難対策の促進
（津波避難施設の整
備）

41

34100
津波避難施設の要避難者カ
バー率

津波避難施設空白地域
の解消

40

目標指標アクション名№

イ 津波から逃げる
津波浸水域にいる全員が、迅速に適切な避難行動を取ることを目指します。

34100
津波浸水区域内にある自主防災
組織の津波避難訓練の実施率

津波避難訓練の充
実・強化（自主防災
組織）

35

34
維持

100
市町津波避難訓練の実施率（沿
岸21市町）

津波避難訓練の充
実・強化（市町）

34

34100
自分の住んでいる地域の危険度
を理解している人の率

災害時における避難
行動の理解の促進

33

27100
想定に即した住民配布用ハザー
ドマップの整備率（35市町）

新たなハザードマッ
プの整備の促進

32

27100
市町の津波避難計画の策定（沿
岸21市町）

市町津波避難計画策
定の促進

31

※県は、必要に応じて対策の手法や目標を見直し

２ 計画期間等

３ 重点施策

ア 津波を防ぐ
防潮堤等津波防御施設の整備を進め、計画期間の10年間で、レベル１の津波による

人的被害を８割減少させることを目指します。

25100
静岡モデル整備に向けた沿岸市
町（21市町）における検討会の
設置率

沿岸域の地形等を踏
まえ更なる安全度の
向上を図る「静岡モ
デル」の推進

29

3430
耐震化が必要な緊急輸送岸壁
（35バース）の整備率

港湾・漁港の緊急輸
送岸壁等の耐震化

28

3490
粘り強い構造への改良が必要な
防波堤（9.9km）の整備率

港湾・漁港の防波堤
の粘り強い構造への
改良等

27

34100
耐震化が必要な津波対策水門
（河川17水門、海岸12水門）の
整備率

津波対策水門等の耐
震化

26

3435
粘り強い構造への改良が必要な
河川堤防（30河川）の整備率

河川堤防の粘り強い
構造への改良

25

3450
粘り強い構造への改良が必要な
海岸堤防（158.8km）の整備率

海岸堤防の粘り強い
構造への改良

24

3465
耐震化が必要な河川堤防（6河
川）の整備率

河川堤防の耐震化23

3460
耐震化が必要な海岸堤防
（116.3km）の整備率

海岸堤防の耐震化22

3480
津波到達までに閉鎖可能な津波
対策施設(628基)の整備率（水
門・陸閘の自動化・遠隔化等）

津波到達までに閉鎖
可能な津波対策施設
の整備

21

3455
レベル１津波に対する整備が必
要な河川（67河川）の整備率

レベル１津波に対す
る津波対策施設（河
川）の整備

20

3460
レベル１津波に対する整備が必
要な津波対策施設（117.1km）の
整備率

レベル１津波に対す
る津波対策施設（海
岸）の整備

19

目標指標アクション名№
達成時期

(各年度末)

数値目標

(%)

数値目標

(%)

達成時期

(各年度末)
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